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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第16期第１四半期連結累計期間及び第16期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 

第16期 

第１四半期 

連結累計期間 

第17期 

第１四半期 

連結累計期間 

第16期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 

至 平成24年６月30日 

自 平成25年４月１日 

至 平成25年６月30日 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

売上高 （百万円） 1,790 881 6,704 

経常利益 （百万円） 17 21 587 

四半期（当期）純利益 （百万円） 25 17 1,751 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 25 △1 1,750 

純資産額 （百万円） 2,298 4,015 4,021 

総資産額 （百万円） 5,974 5,588 5,832 

１株当たり四半期（当期）純
利益金額 

（円） 27.40 18.51 1,872.45 

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益金額 

（円） － 18.48 － 

自己資本比率 （％） 38.2 71.7 68.7 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

  

(1) 業績の状況 

当社グループの主な取引先である製薬業界におきましては、少子高齢化に伴う医療費抑制策を反映

した公定薬価の引下げ及びジェネリック医薬品の普及等に伴い平均単価が下落傾向にある一方、高齢

化の進行ならびに生活習慣病の増加等を背景に需要が増加し、緩やかな市場拡大が続いております。

また、アンメットメディカルニーズの高い疾病領域への進出に加え、国内市場の飽和を見込み、新興

国地域における販売網の拡大ならびに海外企業の買収による規模の拡大と研究開発力の強化が図られ

ております。 

ＳＭＯ（治験施設支援機関）業界におきましても、製薬業界及び医療機関のニーズにこたえるた

め、治験の効率化・迅速化に加えアンメットメディカルニーズの高い疾病領域への対応などが求めら

れております。 

こうした状況下、当社グループは、新薬の開発支援事業であるＳＭＯ事業に注力する体制を整えて

おります。また、細胞治療、再生医療等の先端医療技術を保有する企業及びアジア・オセアニア地域

における臨床研究／臨床試験に関わる企業との戦略的パートナーシップ契約を締結するなど、強固な

アライアンスを構築することにより、ハイブリッド型サービス（※）など新たなビジネスモデルの創

出を進めております。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は881百万円（前年同四半期比50.8％減）となりま

した。利益面につきましては、営業利益は０百万円（前年同四半期比99.0％減）、経常利益は21百万

円（前年同四半期比26.6％増）、四半期純利益は17百万円（前年同四半期比32.4％減）となりまし

た。 

※ハイブリッド型サービス 

①日本国内市場では、当社グループの基盤であるＳＭＯ事業を中心とした臨床研究／臨床試験の促

進につき高品質な支援を提供するサービス。 

②グローバル市場（特に、アジア・オセアニア地域）では、各種業務提携を通じ、ＳＭＯのノウハ

ウを各国の法令に準拠した形でＣＲＯ業務と併せて製薬企業及び医療機関に提供するサービス。

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 ①ＳＭＯ事業 

当セグメントにおきましては、得意領域である生活習慣病の他、整形外科、皮膚科、泌尿器科各

領域における複数の案件に加え、昨年度新たに支援を開始した、治験専門病院および治験専門クリ

ニックによる業容拡大が寄与し、試験の受託および進捗は順調に推移しております。また、当期は

世界的に見ても難易度の高い早期国際共同臨床試験の支援の開始や、医師主導の臨床試験等におけ

るモニタリング、データマネジメント等といったＣＲＯ業務を含めた包括的な支援への対応、オセ

アニア地域での早期臨床試験の支援体制構築を進めており、いよいよグローバル水準に対応した次

世代多機能型ＳＭＯを追及する段階となりました。その結果、受託する案件も昨年度に比して多様

化が進み、件数も増加し、予定通り順調に推移しており、売上高は673百万円（前年同四半期比

6.6％増）、営業利益は74百万円（前年同四半期比5,207.0％増）となりました。 

  

②メディカルサポート事業 

当セグメントにおきましては、都市部における地域医療に対する貢献のみならず、主力事業であ

るＳＭＯ事業に対する貢献、具体的には、臨床試験・臨床研究参加に協力的な医師や医療機関の募

集・紹介、新規開業支援・コンサルティングに伴う提携医療機関の拡大など、グループ内における

相乗効果の創出及び拡大を目標としております。その中で業務改善による固定費削減等を図るとと

もに、既存モールの更なる収益力向上を進めてまいりました。この結果、売上高は201百万円（前

年同四半期比33.5％増）、営業利益は15百万円（前年同四半期比120.0％増）となりました。 

  

③その他 

その他の事業におきましては、不動産賃貸収入等が計上されており、売上高は５百万円（前年同

四半期比94.5％減）、営業損失は４百万円（前年同四半期は営業利益99百万円）となりました。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

特記すべき事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
(注) １ 当社は平成25年５月28日開催の取締役会決議により平成25年10月１日を効力発生日として１株を10株に株

式分割するとともに、平成25年６月27日開催の定時株主総会により平成25年10月１日を効力発生日として

100株を１単元とする単元株制度を採用することといたしました。 

２ 当該株式分割に伴い、平成25年10月１日を効力発生日として発行可能株式総数を37,281,680株とする定款

変更についても、平成25年５月28日開催の取締役会および平成25年６月27日開催の第16期定時株主総会に

おいて決議しております。 

② 【発行済株式】 

 
(注) １ 提出日現在の発行数には、平成25年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。 

２ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元

株制度は採用しておりません。 

３ 当社は平成25年５月28日開催の取締役会決議により平成25年10月１日を効力発生日として１株を10株に株

式分割するとともに、平成25年６月27日開催の定時株主総会により平成25年10月１日を効力発生日として

100株を１単元とする単元株制度を採用することといたしました。 

４ 効力発生日までに発行済株式数の変動がなかったと仮定した場合、株式分割後の発行済株式数は9,351,420

株となります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,728,168

計 3,728,168

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 935,142 935,142 
東京証券取引所（市
場第一部） 

（注）１,２,３

計 935,142 935,142 － －

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)
平成25年４月１日～
平成25年６月30日

－ 935,142 － 6,286 － 7,577 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

  平成25年６月30日現在 

 
（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

２ 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。 

② 【自己株式等】 

  平成25年６月30日現在 

 
  

  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 935,142 935,142

権利内容に何ら制限のない当
社における標準となる株式で
あります。なお単元株制度は
採用しておりません。

 

単元未満株式  － － －

発行済株式総数  935,142 － －

総株主の議決権  － 935,142 －

 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月

１日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

― 7 ―



１ 【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,926 1,599

売掛金 1,061 853

仕掛品 213 387

販売用不動産 394 335

繰延税金資産 18 9

短期貸付金 348 395

その他 284 277

貸倒引当金 △16 △16

流動資産合計 4,231 3,842

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 465 406

土地 367 348

その他（純額） 41 38

有形固定資産合計 874 794

無形固定資産   

その他 38 36

無形固定資産合計 38 36

投資その他の資産   

投資有価証券 181 361

長期貸付金 661 660

繰延税金資産 4 3

差入保証金 422 433

その他 395 392

貸倒引当金 △977 △936

投資その他の資産合計 687 915

固定資産合計 1,601 1,746

資産合計 5,832 5,588
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 92 53

未払法人税等 93 8

前受金 517 460

その他 645 586

流動負債合計 1,348 1,109

固定負債   

預り保証金 323 321

繰延税金負債 43 44

資産除去債務 96 97

固定負債合計 462 464

負債合計 1,810 1,573

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,286 6,286

資本剰余金 7,577 7,577

利益剰余金 △9,855 △9,837

株主資本合計 4,008 4,026

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 － △19

為替換算調整勘定 △0 △0

その他の包括利益累計額合計 △0 △19

新株予約権 13 9

純資産合計 4,021 4,015

負債純資産合計 5,832 5,588
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 1,790 881

売上原価 1,246 569

売上総利益 544 311

販売費及び一般管理費   

給料手当及び賞与 186 67

支払手数料 48 76

その他 279 167

販売費及び一般管理費合計 515 311

営業利益 29 0

営業外収益   

受取利息 6 6

受取配当金 0 0

債務保証損失引当金戻入額 62 －

貸倒引当金戻入額 － 40

その他 7 11

営業外収益合計 76 58

営業外費用   

支払利息 6 0

貸倒引当金繰入額 62 0

為替差損 11 36

その他 9 0

営業外費用合計 89 37

経常利益 17 21

特別利益   

固定資産売却益 － 9

新株予約権戻入益 0 4

特別利益合計 0 13

税金等調整前四半期純利益 17 35

法人税、住民税及び事業税 18 7

法人税等調整額 △27 11

法人税等合計 △8 18

少数株主損益調整前四半期純利益 25 17

四半期純利益 25 17

少数株主損益調整前四半期純利益 25 17

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △19

為替換算調整勘定 － 0

その他の包括利益合計 － △18

四半期包括利益 25 △1
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 25 △1

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】 

(追加情報) 

(1)資本金、資本準備金、および利益準備金の額の減少ならびに剰余金の処分 

平成25年６月27日開催の定時株主総会において、資本金、資本準備金、および利益準備金の額の減少

ならびに剰余金の処分を行うことの承認決議を受けました。 

  

１．資本金、資本準備金、利益準備金の額の減少ならびに剰余金の処分の目的 

当社は、現在生じている繰越利益剰余金の欠損額を填補し財務体質の健全化を図るとともに、今

後の資本政策の柔軟性および機動性を確保することを目的として、会社法第447条第１項の規定に基

づき資本金の額の減少を、同法第448条第１項の規定に基づき資本準備金の全額および利益準備金の

全額を減少し、会社法第452条の規定に基づき欠損の填補に充当させていただくものです。 

  

２．資本金の額の減少の内容 

 
  

３．準備金の額の減少の内容 

 
  

４．剰余金の処分の要領 

会社法452条の規定に基づき、上記２および３で振り替えたその他資本剰余金11,176,771,804円を

全額、繰越利益剰余金に振り替え、欠損を填補いたします。 

  
５．日程 

① 資本金の額（平成25年３月31日現在） 6,286,440,000円 

② 減少する資本金の額 3,599,331,804円 

③ 増加するその他資本剰余金の額 3,599,331,804円 

① 準備金の額（平成25年３月31日現在）  
資本準備金 7,577,440,000円 

利益準備金 4,750,000円 

② 減少する準備金の額  

資本準備金 7,577,440,000円 

利益準備金 4,750,000円 

③ 増加する剰余金の額  
その他資本剰余金 7,577,440,000円 

繰越利益剰余金 4,750,000円 

取締役会決議日 平成25年５月28日（火）  
株主総会決議日 平成25年６月27日（木）  
債権者異議申述公告 平成25年８月26日（月） （予定） 

債権者異議申述最終期日 平成25年９月26日（木） （予定） 

効力発生日 平成25年10月１日（火） （予定） 
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(2)ストックオプションとしての新株予約権の発行 

当社は、平成25年6月27日開催の定時株主総会において、当社および当社子会社の取締役、監査

役、従業員並びに社外協力者に対し、ストックオプションとして新株予約権を無償で発行するこ

とおよび募集事項の決定を当社取締役会に委任することの承認決議を受けました。  

(発行要領)  

１．新株予約権の割当を受ける者  

当社および当社子会社の取締役、監査役、従業員並びに社外協力者 

２．新株予約権の目的となる株式の種類および数  

普通株式7,000株を上限とする  

３．新株予約権の総数  

7,000個を上限とする(新株予約権１個あたりの目的となる株式の数は１株とする。)  

４．新株予約権の発行価格  

無償  

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  

割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日は除く）の東京証券取引所における当社普

通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる）又は割当日前日の終

値（当日に取引が無い場合にはそれに先立つ直近日の終値）のいずれか高い金額とする。 

６．新株予約権の行使期間  

新株予約権発行決議日後２年を経過した日から７年間とする。 

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項 

ⅰ 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円

未満の端数を生ずる場合は、この端数を切り上げる。 

ⅱ 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記

載の資本金等増加限度額から上記ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とする。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの

償却額は、次のとおりであります。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日） 

１  配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  

当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

１  配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  

 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年６月30日)

減価償却費 38百万円 19百万円 

のれんの償却額 0百万円 0百万円 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日） 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 
(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＲＯ事業及びデザイン事業を含ん

でおります。 

２．セグメント利益の調整額△131百万円には、セグメント間取引消去△0百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△131百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

あります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結

損益及び包

括利益計算

書計上額

(注３)
ＳＭＯ事業

メディカルサ
ポート事業

医薬品等の販
売事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 631 151 901 1,684 106 1,790 － 1,790 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
0 4 － 4 0 5 △5 － 

計 631 155 901 1,689 106 1,795 △5 1,790 

セグメント利益 1 7 52 61 99 160 △131 29 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 
(注)１．「医薬品等の販売事業」は、当該報告セグメントを構成していた株式会社アイロムロハス、株式会社アポテカ

および株式会社ウイング湘南の事業を平成24年12月1日付にて、グループ外に譲渡したため、当第１四半期連

結累計期間では「医薬品等の販売事業」の記載はしておりません。 

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＲＯ事業等を含んでおります。 

３．セグメント利益又は損失(△)の調整額△85百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△85百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

４．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

  

  

 

報告セグメント（注１）

その他
(注２)

合計
調整額
(注３)

四半期連結損益

及び包括利益計

算書計上額

(注４)
ＳＭＯ事業

メディカルサ
ポート事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 673 201 875 5 881 － 881 

  セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ 13 13 1 14 △14 － 

計 673 215 888 6 895 △14 881 

セグメント利益 
又は損失(△) 

74 15 90 △4 85 △85 0 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

  

該当事項はありません。 

  

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 27円40銭 18円51銭 

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 25 17 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 25 17 

普通株式の期中平均株式数(株) 935,142 935,142 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 18円48銭 

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(百万円) － － 

普通株式増加数(株) － 1,731 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

－ － 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年8月14日

株式会社アイロムホールディングス 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アイロムホールディングスの平成25年4月1日から平成26年3月31日までの連結会計年度の第１四半期
連結会計期間(平成25年4月1日から平成25年6月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25 年4月1日か
ら平成25年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及
び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイロムホールディングス及び連
結子会社の平成25年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績
を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あらた監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士    大    塚    啓    一    印 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士    善    塲    秀    明    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年８月14日 

【会社名】 株式会社アイロムホールディングス 

【英訳名】 I'rom Holdings Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 森 豊隆 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当する事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区富士見二丁目14番37号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  

  



当社代表取締役社長 森 豊隆 は、当社の第17期第１四半期(自 平成25年４月１日 至 平成25年

６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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